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第一章　序章
第一節　研究の背景
　2007年1月に発覚した関西テレビ『発掘！あるある大事典H』におけるデータの捏造な
どを受け、総務省は新たな行政処分を盛り込んだ放送法の改訂に向けて動き出した。従来
の行政処分の体系は、口頭および文書による注意・厳重注意、警告などの比較的軽い処分
と、電波法に基づいた停波命令や免許の取り消しといった、その重さゆえにこれまで一度
も下されてこなかった措置からなるものであった。そこに、新たに両者の中間的な位置づ
けとしての「再発防止計画の提出」が設けられた。放送法改正案は同年4月の閣議決定を
経て国会に提出されたが、7月の参院選における自民党の敗北と、それに伴う、放送界へ
の強硬な態度をみせた菅総務大臣を含む閣僚らの交代、さらには9月の安倍首相の突然の
辞任などにより、その成立については不透明な情勢となっている。
　それにもかかわらず、同法案が放送界にっきっけた課題は依然として極めて大きい。こ
れまでにも放送局によって何らかの問題が引き起こされた場合、それへの対処として総務
省（旧郵政省）による行政処分が下された事例は多数存在しているが、その都度、各局、
あるいは放送界は、原因の究明や再発防止策の策定、倫理向上制度の創設など、一定の対
策を講じてきた。上記の関西テレビの事例でいえば、2003年にBRO（放送と人権等権利
に関する委員会機構）から改組されたBPO（放送倫理・番組向上機構）は、より実効性
のある調査・検証機能および権限をもった組織として、2007年5月に「放送倫理検証委員
会」を設置している。同委員会は、同年8月にTBSの情報番組『みのもんたの朝ズバ
ソ！』による不二家関連報道に対し「放送倫理上、見逃すことができない落ち度」があっ
たと述べ、放送における番組制作上の構造的な欠陥を指摘し、そのより適切な番組制作体
制を求める決定を下しているD。
　このように、放送界による「自主規制」的な倫理上の取り組み・対応がなされている
にもかかわらず、放送法に基づく管轄権を持っ公権力（総務省）による、より抑圧的な規
制制度が整備されようとしているのが放送界をとりまく現状である。
第二節　研究の目的・意義
　本論では以上の背景に基づき、放送局、あるいは放送界による自主的な倫理制度・倫理
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規定の制定と、公権力による規制強化の動向との関連について考察を加えた。とりわけ、
一般に「自主規制」と称される業界・局単位での対応策およびそれらが必要となった事例
に焦点を当て、対応策の背景や位置付けにっいて分析し、　「自主規制」という概念をより
明確化する。そのうえで、放送界、ひいては日本のジャーナリズムにおける望ましい規制
制度の在り方と、それを支える放送倫理の態様を探るためのひとつの視座を提供すること
を目的としている。
　上記のような公権力による規制の強化が企図されている局面において、いかにこれに
対抗すべきかという問いは極めて重要である。同時に、このような状況がなぜもたらされ
たのかにっいても、歴史的事実をふり返り検証することが、現在の、あるいは今後起こる
であろう諸問題を解決に導くためには不可欠な試みである。本論は、これまでに問題とな
った事例の背景や経緯、それらに対する行政による指導・処分、そして放送局、あるいは
放送界の自主的な対応策に着目し、これらの相互関係から導き出される共通点の抽出と、
あるべき「自主規制」制度の構想を目指している。
　メディアが社会的批判に直面し、行政による法的・公的な介入の危機にさらされる時、
それへの自浄機能的な対応策として何らかの自主規制的な制度を設けることは、放送に限
らずメディア全般に見出される傾向である。このような状況においては、規制の強化に対
する即時的な反応に重きを置きがちである。しかし、であるからこそ、過去の類似の事例
を省み、そこから教訓を引き出すという営為も長期的には有効ではないか。本論は、後者
の営為を主眼とするものである。
第三節　研究方法
　本研究では、総務省（旧郵政省）による放送局への行政処分の事例をいくつか検証し、
それらの処分がなされた理由、背景、その後の放送局および放送界の対応、社会的影響な
どを明らかにすることを試みた。そのため、これらの事例についての関連資料に依拠し、
先行研究による考察を参照しつつ分析を加えた。また、対象としては、放送に対する行政
指導がなされるようになった1980年代を起点に、ここ20年程度以内に発生した放送倫理上
の重大な事例を取り上げた。
第二章　背景と事例検証
第一節　関連業界における自主規制の概要
　本節では、放送以外のメディア業界の歴史において、どのような自主規制措置が、いか
なる理由で、いかなる社会的背景のもとにとられてきたかを概観する。
第一項　映画界における自主規制の概要
　映画界における自主規制制度の事例としては、映倫管理委員会（映倫）が挙げられよ
う。1949年に設立された旧映倫（映画倫理規程管理委員会）は、GHQによる自主的な審
査機関設立の要求という「外圧」に加え、　「統制法規廃止後の官僚規制を回避するととも
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に、占領軍検閲の代行的役割」　（清水英夫，1993：87）を遂行する狙いからも設立された
と指摘されている。
　さらに、当時公開されたいわゆる「太陽族映画」2）と呼ばれる一連の作品における過激
な性表現に対し、新聞や世論による批判が高まり、1956年、文部省（現文部科学省）が規
制法案の提出の動きをみせるに至った。これを苦慮した映画界は、同年！2月、映画界以外
の第三者によって運営される自主規制機関としての映倫管理委員会を新たに発足させた3｝
同委員会は、映画倫理規程を制定する映倫維持委員会の管轄下にあり、青少年や家族向け
の作品の選定などを主な任務とする青少年映画審議会などとともに新たな映倫を構成して
いる。
　「青少年にふさわしくない映画をレイティング（格付け）して、それに従って入場者
を制限する」　（清水，2002：5）ことを主な責務とする新映倫の活動に対しては、　「映画
の自由を守り、映画の倫理性を保持することを目的に今日まで一定の業績を残している」
（中村泰次，1988：106）との評価がみられる。他方、1965年の映画『黒い雪』の隈褻容
疑による摘発4）を受け、　「映倫審査が狸褻物罪と結びつけられることにより、映倫は自主
規制の本質を失い、権力検閲の代行機関となる危険が大きくなった」　（清水，王993：9D
といった、自主規制のもつ検閲機能の危険性への指摘もなされている。
第二項　出版界における自主規制の概要
　出版界にっいても映画界同様、作品内容の低俗さに対する批半1」を機に、業界が自主規制
策を講iずるという図式がみてとれる。1980年代、自民党を中心に少女向け雑誌の性的に過
激な内容が問題視され、一定の統制の必要性が議論された。自民党は、青少年の健全な育
成を阻害する図書類の販売等の規制に関する法案をまとめ、立法によってこれらの表現を
統制しようとする動きをみせた。これに対し出版界は、業界団体による各社への自粛要請
や、全国の書店での販売方法の工夫などの自主規制的な対応をとるとともに、出版倫理協
議会（「日本雑誌協会」、　「日本書籍出版協会」、　「日本出版取次協会」、　「日本書店商
業組合連合会」の4団体から構成される）が法案の廃案を望む要望書を出すといった対抗
的な措置をとった。
　このような動向に対し、横田耕一（1984180）は、　「有害図書規制の問題がまたまた社
会問題となってきた」と述べ、それまでにも何度か繰り返されてきた、いわゆる有害図書
に対する公的な規制の強化と表現の自由との衝突を論じている。その前例として、　「1955
年や1963年末からの悪書追放運動など」を挙げている。ここでいう「悪書」とは、青少年
に有害な影響をもたらすとされる出版物、番組、あるいは映画や歌謡曲などをも指してお
り、これらの販売や流布を青少年保護の名目で規制、あるいは市場から排除しようとする
運動が悪書追放運動であった。このような「悪書」に対する社会的批判は、　「児童青少年
の教育専門家や社会福祉、教育、婦人団体関係者などの公序良俗を憂える声が大部分で、
必ずしも、一般大衆の声とはいえないものであった」　（中村泰次，1988：104）との評価
もあるが、政府においても「青少年問題協議会」　（1949年）や「中央青少年問題協議会」
（1954年）などの対策機関が設置され、出版物などへの公的規制の潮流が徐々に形成され
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ていった。その結果、都道府県レベルで「青少年保護条例」が制定されていくこととなっ
た。
　日本雑誌協会および日本書籍出版協会による「出版倫理綱領」　（1957年）、日本雑i誌協
会による「雑誌編集倫理綱領」　（1963年）などの「自主規制規範」　（大石泰彦，20041
175）は、これまでにみたような、社会的に悪影響をもたらす恐れがあるとされる「低
俗」な出版物などを規制しようとする圧力に対する自衛手段として制定された側面が強く
みられる。
第三項　報道活動に対する社会的批判の概要
　前項までに触れた映画・出版界における社会的批判と自主規制との関係は、報道の分野
においてもあてはまるものといえる。
　赤尾光史（2004：79）が指摘するように、1980年代後半から報道に対する批判が高まっ
ていったといわれるが、その主な原因の一つとして写真週刊誌の隆盛が挙げられる。とり
わけ、俗に「3FET（FOCUS（新潮社）、FR工DAY（講i談社）、FLASH（光文社）、Emma
（文藝春秋）、TOUCH（小学館）の5誌を指す）」と呼ばれた週刊誌が発行部数を急拡大さ
せていた時期は、部数の拡大と平行して取材・報道競争も過熱し、より過激で、取材対象
のプライバシーを侵害するような誌面の増加を招いた。中村（1987：70）の「カメラマン
や記者の節度を欠いた取材や覗きによるプライバシーの暴露、凄惨な写真、女性の裸など
編集内容に対する社会的批判は厳しいものがあり、それは出版界、マスコミ界全体に対す
る読者の信頼を揺がすに至った」との指摘にあるように、写真週刊誌によるいき過ぎた取
材・報道は、報道全体に対する不信感の醸成と切り離せないものといえる。
　新聞報道に目を転じるならば、主に事件・事故報道における以下のような問題点が挙
げられよう。
a．実名報道
b．逮捕時の過熱報道
c．呼び捨て報道
　a．実名報道の問題に関しては、日本弁護士連合会（日弁連）が1987年の第30回人権擁護
大会における宣言を通じて、　「報道される側の名誉・プライバシーに配慮し、いき過ぎた
取材・報道を慎むこと」、　「客観的で公正な報道を行い、原則匿名報道の実現に向けて匿
名化を進めること」の2点を提言している。日本弁護士連合会人権擁i護委員会（2000：
198－200）によれば、ここでいう匿名報道とは、すべての被報道者を一律に匿名とするの
ではなく、その対象を犯罪報道における被疑者としての一般市民に限定している。政治家
や一定の範囲の公務員、社会的影響力の大きい者が対象となる場合は、市民の知る権利に
応える目的から、実名での報道が積極的に推奨される。
　b、逮捕時の過熱報道とは、　「裁判ないし訴訟過程よりも起訴を、起訴よりも逮捕ないし
取り調べを大きく報道するのが常」　（日本弁護士連合会，197619）とされる日本の報道
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の特徴を端的に表現したものである。このような傾向は、一日の中でもいくつかの区切り
のある締切りに追われる状況で、他社に先んじようとする報道機関に属するジャーナリス
トの習性ともいえよう。そのような「速報競争」の度が過ぎた結果、事件などで疑惑の人
物とされる者が特定された場合、逮捕前や取り調べの段階、あるいは捜査上の動きがなく
とも、苛烈な取材に晒されることがある。これは、次に述べる呼び捨て報道とともに、法
定刑が確定する前の段階であっても被疑者を「犯人」として報ずる犯人視報道と位置付け
られるであろう。
　c．呼び捨て報道とは、逮捕段階での被疑者に敬称を付けない報道方針を指す。1984年に
NHKとフジテレビが、次いで1989年に毎日新聞など新聞各社や放送各局が人権への配慮
から被疑者の呼び捨てを廃し、　「容疑者」の呼称を用いるようにった。これに関しては、
呼び捨てで報道されたために犯人視され不利益を被った人物が、名誉殿損で報道各社を訴
えた事例がある。訴え自体は、地裁での棄却の後、最終的に最高裁でも棄却された。
　二審の高裁判決は、実名報道について「慣行とはいえないが、重大事故に対する遺族の
心情や市民感情を無視できず、当時の社会通念に照らして違法性があったとはいえない」
（朝日新聞1993年3，月3日付朝刊）と、一審判決同様、被疑者の名誉穀損は認めなかった。
同訴訟の代理人であった中村亀雄は、　「マスコミを相手に敬称を略されて犯人扱いされた
のはけしからんという裁判は全国でも異例」と述べており（阿部泰雄ら，1990：9）、こ
こから、被疑者に対する呼び捨て報道が当時は一般的に行われていたこと、また、報道に
よって被疑者がそのまま犯人であるとみなされていたことがうかがえる。
第二節　放送界における自主規制の概要
　本節では、放送界における自主規制の概要とその背景についてとりあげる。これまでに
触れた放送以外の事例と同様に、まずは放送活動に対する社会的批判と、それを喚起する
ような倫理的逸脱の具体的事例をいくつか時系列で紹介する。加えて、それらを受けて制
定された放送界における自主規制制度や規程等に触れ、放送界の自浄機能について概観し
た。
第一項　放送界における問題事例一背景と個別的対応
　映画界や出版界の項でも触れた通り、1950年代以降、青少年への悪影響があるとの懸念
から、特定の映画や出版物などが批判を浴びることとなった。放送界でも同様に、テレビ
番組と青少年の非行問題との関連が指摘され、　“俗悪番組”批判が起こっていた。丹羽俊
夫（2004：276－302）によれば、1950年代から低俗なラジオ番組に対する批判が噴出し、
1960年代以降は警視庁や法務省人権擁i護局、総理府などから、メディア全般、とりわけ放
送による青少年への悪影響や報道と人権に関わる問題点を指摘する報告書などが発表され
るようになった。
　このような背景のもと、1959年には放送法が改定され、番組規準の制定（同法第三条
の3）や放送番組審議会の設置（第三条の4）などが放送局に義務付けられ、公的な権力に
規程される形での「自主規制措置」が設けられた。
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　さらに、NHKによる「国内番組基準」　（1959年）や、日本民間放送連盟による「日本
民間放送連盟放送基準」　（1951年のラジオ放送基準、1958年のテレビ放送基準を経て1970
年に両者を統合、2004年に最終改定）といった放送局、あるいは放送界が自ら制定した倫
理規定が設けられ、放送界全体を取り巻く倫理制度の萌芽が、社会的批判への対応という
構図のもとにみられることとなった。
　1980年代以降になると、郵政省（現総務省）による放送局、あるいは放送界全体への
厳重注意などの行政処分がみられるようになった。すなわち、それだけ顕著な逸脱的事例
が発生するようになったということである。それに伴い、社会的な批判も継続して強まっ
ていた時期といえる。次に、初期の行政処分の事例に触れたい。
（1）やらせ問題
　1985年8月、テレビ朝日の『アフタヌーンショー』において、同局のディレクターが中
学生のリンチ事件を特集した回の中で、当該事件を当事者に依頼し仕組んでいたことが同
年10月に発覚した。これに対し郵政省（現総務省）は、11月1日の放送各社への再免許交
付に合わせ、　「電波法に基づく放送停止も想定されたが、番組改善は自主規制によって行
われるのが好ましいため注意にとどめた」といった趣旨のもと、文書による厳重注意をテ
レビ朝日に対して下した。また、法務省東京法務局は、同番組の企画は子どもの人権を侵
害するものであるとして、要望を含めた厳重注意を行った。
　現在から振り返ると、このテレビ朝日の事例は、1990年代に社会問題化した放送にお
けるいわゆる“やらせ”問題5）の鳴矢であったといえよう。1992年11fiの朝日放送の『素
敵にドキュメント』、1993年1月の読売テレビの『ど一なるスコープ』に続き、同年3月に
はNHKの『NHKスペシャル　ムスタン王国』において、ロケ中に複数のやらせが行わ
れていたことが判明した。また、翌年9月のテレビ朝日の『ザ・スクープ』においても、
番組内での証言についてやらせが行われ、これらはいずれも郵政省（現総務省）による厳
重注意の対象となった。
（2）テレビ朝日・椿発言問題
　1993年9月、民放連・放送番組調査会の席上でテレビ朝日の椿貞良報道局長（当時）が、
同年の総選挙報道において「非自民政権が生まれるよう報道せよと指示した」といった旨
の発言をしたと、産経新聞が同年10月の記事で報じた。これにより、放送法第三条の2で
求められている放送の政治的公平性の観点から問題があるとされ、議論となった。後に同
氏およびテレビ朝日社長らが衆議院特別委員会などに証人喚問され、報道に対する公権力
の介入、圧力などの点でさらに大きな議論を呼んだ。
　郵政省（現総務省）は1994年9月、　「放送法に違反する事実は認められないことが明ら
かになったが、役職員等に対する教育を含む経営管理の面で問題があったと認められる」
として、テレビ朝日に厳重注意の処分を下した。同日、同社は「特別調査委員会報告」と
題して80分にわたる検証番組を放送し、発言問題における自社の姿勢について検証した。
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（3）TBS・オウム問題
　1989年、TBSは、当時活発に活動していた宗教団体・オウム真理教に批判的な弁護
士のインタビューを番組内で放送しようとしたが、これを察知した教団幹部がビデオ内容
の閲覧をTBSに要求した。これに応じたTBSに対し、教団幹部はさらに放送の中止を
求め、実際にインタビューは放送中止となった。この直後、弁護士の一家は教団信者らに
ょって殺害された。この事実は1995年の日本テレビの報道により発覚し、当初TBSはこ
れを認めなかったが、後に同社社長らが衆議院逓信委員会に招致され、事実を認めること
となった。
　TBSは自社の放送倫理への姿勢や社内調査のあり方を厳しく問われ、報道機関とし
ての倫理性について批判を浴びるとともに、広範な議論が喚起された。同社は研修制度の
再構築やワイドショー番組の改善などの対策を講じたが、1996年5月、郵政省（現総務
省）により厳重注意の処分が下されることとなった。処分を受けてTBSは、5日間にわ
たる深夜番組の放送自粛、問題の発端となった『スーパーワイド』の打ち切り、さらには
同番組の制作を担当していた社会情報局の廃止などの対策を打ち出した。
（4）日本テレビ・表現手法問題
　2004年3月、総務省は同年2月に放送された日本テレビの『踊る！さんま御殿！！』お
よび『マネーの虎』において表現手法上の問題があったとして、厳重注意の処分を下した。
2番組のうち前者においては、民放連とNHKが1996年に発表した見解「アニメーション
等の映像手法について」に基づくガイドライン6）および、これを準用した同社の番組基準
に抵触する表現手法が番組中に用いられているとされた。放送局に番組基準の遵守を義務
付けている放送法第三条の3の第一項の規定に基づき、前記ガイドラインおよび自社番組
基準に抵触した番組を放送したことが、総務省により問題とされた。
　後者の番組では、同じく日本テレビの番組基準上禁止とされているサブリミナル的表
現手法7）を用いたとの誤解を招くような映像が挿入されたとして、適正な番組基準の運用
を損なうため、前者の番組と併せて厳重注意処分となった。
　この事例は、問題とされた番組そのものが一義的に逸脱的であったために処分が下され
たというよりも、放送界が自主的に制定した基準（ガイドライン）に違反する事実が認め
られたために処分されたという構図があてはまる。
（5）関西テレビ・番組データ捏造問題
　2007年1月、関西テレビの『発掘！あるある大事典H』に関して、データや出演者の発
言の捏造など、事実と異なる内容が含まれていたと一部の週刊誌が報道した。翌週、同社
はこの事実を認めて謝罪し、同番組の打ち切りを決定した。総務省は同社に事実関係の究
明と報告書の提出を求めるとともに、東名阪の民放テレビ局15社に対し、番組制作上のチ
エック体制に関するヒアリングを実施するなどの対応を行なった。
　同年3月、関西テレビが設置した外部有識者による調査委員会は報告書を発表し、その
4日後に同社はこれを受けた形での報告書を発表した。これらの中では、問題の発端とな
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った1月の放送のみならず、それ以前の番組中でも複数の虚偽・捏造が行なわれていたこ
とが明らかにされており、その詳細や背景のほか、問題の本質的な原因、科学番組を制作
する上での基本的な心構え、放送局と番組制作会社との関係性、そして関西テレビ、ひい
ては放送界全体が認識すべき放送倫理上の諸課題などが示された。
　この後、3月末には、総務省により行政指導上最も重い警告処分が下された。そこでは、
再発防止に向けた具体的措置についての1ヶ月以内の報告と併せ、その実施状況の3ヶ月以
内の報告も要請された。また、菅総務大臣（当時）は一連の問題を受け、放送局が問題事
例を起こした場合の「再発防止計画の提出」を盛り込んだ放送法の改正案を公表し、放送
への公権力の直接的な介入という点から議論を呼んだ。現在、同法案は国会での審議入り
を待っ状態にある。
　なお、『あるある～』のデータ捏造問題に端を発する一連の動きを受けて、BPOは同
年5月に放送番組委員会を解散させ、より強力な調査権限などを持つ放送倫理検証委員会
を設置した。同委員会については次項で詳述する。
第二項　放送界の自主的対応
　前項では、放送局に対する行政指導という観点から、とりわけ社会的に大きな反応を
呼んだ事例を挙げ、個別の放送局による対応策についても触れた。しなしながら、それら
の問題はいずれも、個別の放送局それぞれに特有の問題というよりは、同業の他の放送局、
さらには放送界全体に共通する問題である場合もあり、これらを解決、あるいは改善する
ためには、民放に限らずNHKも含めた放送界をあげての対策が求められる。ここでは、
これまでに取り上げた事例を受け、どのような対策がとられてきたかについて検討した。
　まず、1990年代初頭のやらせ問題については、］993年3月、NHKと民放連が共同で
「番組倫理委員会」を設置し、同年7月、　「放送倫理の向上と新しいテレビ表現の確立の
ために」と題した提言をまとめている。その趣旨としては、放送開始から40年が経ち、そ
の影響力・社会的責任が大きくなったテレビであるが、虚偽の内容や過剰な演出などによ
って視聴者の信頼を損なう場面も多々みられることから、放送倫理の確立と豊かな表現の
確立を目指し、以下の3点の心掛けを提言するというものである。
①放送人としての心構え（放送人としての社会的責任、事実に基づいた取材など）
②過剰な演出・表現を防止するための制作環境の整備（制作過程のチェック体制の見直
　し、研修制度の強化、職場での自由な議論の奨励など）
③新しいテレビ表現の確立（テレビの表現方法に対する視聴者理解の促進、40年間の
　蓄積の点検など）
　また、同委員会は、1995年2月、　「真実へのアプローチーテレビの映像表現をめぐっ
て」と題してドキュメンタリー番組における再現などの手法などに関するシンポジウムを
開催し、放送関係者や研究者らが表現手法上の留意点や課題について議論を行なった。
　TBSによるオウム問題以降は、放送界の自浄作用の適正な運営を求める圧力が一層
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強まっていった。前掲の通り、放送局には番組審議会の設置が法的に義務付けられており、
形式的には、審議会が各局の放送内容を第三者的な立場から検証する機能を与えられてき
た。しかし、審議会での議論は広くは公表されておらず、議論を受けて番組内容が具体的
にどのように変化・改善したかについては、外部からみて明らかだとはいえない状況が続
いていた。そのため、1997年10月、審議会への放送局の対応の報告、審議会の諮問内容お
よび議論の内容の公表などを規定した放送法の改訂が行なわれた。
　また、この時期には郵政省（現総務省）放送行政局による「多チャンネル時代におけ
る視聴者と放送に関する懇談会」の報告書（1996年12月）が発表されている。同懇談会は、
衛星放送やケーブルテレビの発達・変容と放送のデジタル化に伴う多チャンネル化などの
放送制度全般のほか、報道による権利侵害と被害者の救済、放送事業者の自主性と責任、
第三者による番組評価、放送の政治的公平性などの多様な議題を審議する場として、1995
年9月から審議を開始した。
　これらの議論の中でとりわけ注目すべきは、報告書の中で放送番組に対する苦情処理
機関の設置を促している点であろう。報告書は、苦情処理機関の設置形態として、　「公共
的な機関、放送事業者が自主的に設置する機関、この両者の中間に位置するものとして法
律の規定を基に放送事業者が設置する機関」の3種を提示している。放送界はこのような
制度の導入には反対であった。しかし、NHKと民放連は放送界に対して強まる圧力・批
判を考慮し、1997年1月、自主的な苦情対応機関を設置することを決め、同年6月にBRO
と、その傘下にBRC（放送と人権等権i利に関する委員会）が発足することとなった。　BRCは、
番組による権利侵害事例の審理と、放送局への勧告・見解の提示などを主な業務としてお
り、これまでに33件の事例を扱っている（2007年10月現在）。
　2003年にBROから改組したBPOは関西テレビによる捏造番組問題を受け、2007年5
月、放送倫理検証委員会を設置している。同委員会は調査・判断、見解・勧告の公表権限
の他、再発防止策の提出要請、勧告等の放送要請などの権限を持つなど、現在提出されて
いる放送法の改訂案と同等の強力な対処が可能とされている。このような措置をとること
により、公権力による介入をできる限り排除しようという放送界側の意図がうかがえよう。
　同委員会は、第一号決定として同年8月にTBSの『みのもんたの朝ズバッ！』に対し
て見解を公表している。これは、製菓会社の不二家が賞味期限切れの材料で商品を製造し
ていた問題にっいて同番組が報じた際、内部告発者への取材や事実確認が不十分であった
ため、一部に事実と異なる報道を行なった点、また、同番組の司会者のみのもんたが不二
家に対し過剰な批判を番組中で加えた点などが問題とされた事例である。見解では、放送
倫理上の責任は問えないとしたものの、番組制作体制そのものが内包する欠陥を指摘し、
このような欠陥が放置されるなら、放送局や放送界全体の信頼も失われようと述べている。
第三節　まとめ
　これまでにみた諸事例からは、放送のみならず映画や出版などの諸分野にも共通して、
「問題の発生→批判・圧力の強まり→規制制度の制定」という図式がみてとれる。さらに
この図式は、業界横断的であるのに加えて、時間的普遍性もそなわっているという点に着
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目したい。すなわち、上記の三段の流れは、新たな表現手法の開発や技術の発達などによ
るメディア環境の変化に応じて、これまで繰り返しみられてきたものなのである。
　放送倫理制度に則していえば、前掲の番組倫理委員会による提言「放送倫理の向上と新
しいテレビ表現の確立のために」は、その発端がやらせ問題という個別の事例でありなが
らも、同様の問題が複数の放送局で発生したこと、すなわち放送界全体で共有すべき問題
であったことから、NHKと民放が共同で策定したものであった。その内容といえば、
「放送人としての心構え」、　「過剰演出防止のための環境整備」など、やらせの善し悪し
やその問題点云々というよりも、あるべき放送の姿を構想し、いかに公権力による言論・
表現・報道への介入を防ぎ、社会的責任を全うする倫理的な放送界の姿勢を確立するかと
いう、極めて根本的・根元的な問い掛けを土台に据えたものとなっている。
　そして、このような放送界を挙げての“理念の明示”ともいえる営為は、このときば
かりに限ったことではなく、例えば放送局が行政処分を受ける度に発表される「再発防止
策の策定、放送倫理の徹底」などのコメントや、問題事例への対処の一環としての、民放
連・BPOなどの団体から発せられる提言・見解にもみられるものである。
　すなわち、やらせ、政治的公平性、データの捏造など、個別の事例は当然ながら異なる
性質を持ってはいるが、その根源にある“倫理の欠如”という点では共通点を有している
といえる。そして、そこから導かれる対策（綱領の制定、シンポジウムの開催、ガイドラ
インの類の刊行など）、理念の再確認のための提言の発表といった諸対応も、内容的には
大差ないものが多数を占めている。ここからは、　「度々問題を起こし、多方面からの批判
も浴び、行政からの締め付けも強まっているにもかかわらず“懲りない”放送界」という
イメージが醸成されはしないだろうか。そして、取られる対応策が一時的には効果を示し
ているようにみえても、時が経てばまた問題を繰り返す放送界に対し、受け手からの批判、
さらには行政による管理・監督の強化を求める声も強まっているのが、放送界をとりまく
現状だといえるのではないか。次章においては、このような状況下において、あるべき放
送界の倫理制度とは何かについて考察する。
第三章　考察・結論
第一節　　「自主規制」と「自律規制」からみる倫理制度
　これまでにみてきた放送倫理制度を支える概念として、　「自主規制」と「自律規制」
という二っの側面を指摘することができる。一般的に「自主規制」という表現は、多様な
分野で広く使用されている概念である。ジャーナリズムの分野に即してみると、早川善治
郎（2002：123）は、自主規制とは「法律や規則・制度の趣旨に即して、国家・集団・組
織のムード（雰囲気）や世論を察知し、また、世の中の道徳や慣習に合うように」メディ
アが自らの表現を事前検閲することと規定し、　「…今日、要請されている〈自主規制〉は、
…（中略）…メディアが当局に代って言論活動を自らが自主的に‘規制＝抑制’するとい
う図式である」としている。早川の観点では、言論の自由に対する「自主規制」の危険性、
外的な抑圧の内面化という構図が重視されている。
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　これに対置すべき概念としての「自律規制」とは、報道・表現の自由を侵害しないた
めの配慮と、放送界や各放送局の主体的な判断に基づいた取材・報道活動の制御として捉
えることができる。このうち、権力の監視や社会的事象の伝達といったジャーナリズムの
機能の観点から、後者の理念が前者に優越するものであることはいうまでもない。しかし、
放送倫理制度が必要とされてきた社会的背景を省みると、実態としては前者の側面が強調
されてくるのである。
　それは、新聞、テレビ、雑誌、映画など、メディア全般への社会的な批判・不信の高
まりと、これに後押しされる形での公権力による圧力・介入の動向という構図からもよみ
とることができる。1950年代から1960年代にかけての“俗悪”映画や書籍、放送番組に対
する批判は、与党や政府による法的・公的な規制の意図が示される中で、倫理綱領の制定
などの自主的な規制措置を業界や個別の事業者にとらせてきた。このような構図は、1980
年代から1990年代における事件・事故報道や過剰な取材活動に伴う報道被害の発生と、こ
れに対する批判の高まり、および公権力による圧力の示威という経過にもみてとれるもの
である。
　すわなち、表現活動全般における倫理制度の制定にあたっては、表現活動上の倫理的、
あるいは法的な逸脱事例の発生が前提となり、これを問題視し、是正を求める勢力として
の「社会的批判」と「公権力による圧力」の2つの要因が発生する中で、法的・公的な統
制の持っ表現の自由への危険性からこれを回避するために、業界あるいは各事業者が「自
主的」に何らかの規制措置をとるという経過が共通してみられるのである。
　以上の点から、ジャーナリズムに特化して特徴的な点を抽出すると、①商業主義に基
づいたセンセーショナリズムに流されがちなジャーナリズムの営利性、②これらの報道を
刺激的なものとして受け入れる層が社会に一定程度存在しつつも、同時にこれらに対する
非難の声をもあげるという社会（受け手）の二面性、③低俗・悪質な報道に対して一定の
法的・公的な規制を設け、秩序の維持、受け手の健全な精神活動の保障、質の高いジャー
ナリズム活動の促進を（表面的には）企図する政府・与党による介入という3者の性質が
指摘できよう。
　ジャーナリズムが持つ前掲の社会的意義に鑑みれば、公権力による規制の実体化が迫
っている時に、それを無為に受け入れるべきではないのは明らかであろう。ならば、これ
に対抗し、あるいはその必要性を否定しうる対策を、目に見える形で実行する必要がある。
そのような対策の一環として、放送倫理制度を位置付けることができる。なお、一時的に
このような危機的状況を回避できたとしても、報道機関は同様の事態を再度招かぬように、
自らその活動を抑制的な方向に変容させる可能性がある。このように考えると、報道機関
や報道界が一切の外圧のない状況において、内発的に規制的措置をとるということは実際
には考えにくい。それは必然的に、外在的な圧力の高まりにより内在的な問題が顕在化し、
それへの対処という形で何らかの措置がとられるのである。
　このように、放送倫理制度の確立にあたって自発性は薄く、自主規制的な力が強く働
いていることがみてとれる。では、これらの倫理制度は、すべてが自主規制的な営為に基
づいたものなのであろうか。ここには、公権力による規制の防止・回避、司法に頼らない
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問題解決の場の提供、ジャーナリズムに対する信頼感の獲得などの点から、自律規制的な
側面もその活動に見出すことが可能であるといえる。
　公権力による法的規制制度策定の動きに対し、放送界が倫理制度を改定・強化するこ
とでその動向に対抗するという構図は、これまでの実例から確認できる。これは、第二章
で触れたBRC設立の前段階において、法定の苦情処理機関の創設が郵政省（現総務省）に
よって企図されていながら、BRCの設立によってそれが避けられた点から明らかであろ
う。その発端は外圧によるものとはいえ、放送界の自律性の発現が公的規制の実現を排除
したのである。
　また、司法判断によらない報道活動上の問題解決の実現が、ジャーナリズム全体の自
律性を高めている事例が諸外国には多く見受けられる8）。すなわち、受け手が報道機関の
取材や報道によって何らかの被害を被ったと主張する際に、その問題状況の解消を裁判な
どの法的な手段に訴えるのではなく、報道界自らが制定した制度で対処にあたることで、
司法の判断を経ずに問題の解決が図られているのである。
　これは当然ながら、苦情・抗議を受け付け、それに対して裁定などの判断を下す倫理
制度への、申立て人および報道機関からの信頼がなければ成り立つものではない。また、
放送局を含む報道機関の活動に起因する法的・倫理的な問題のすべてが、倫理制度が存在
することのみによって解決しうるとは考えがたい。しかし、報道機関の自律性をより高度
に保っうえでは、一定の有効性を有する機能として期待することはできるであろう。
　このように、倫理制度の制定の前段階においては、多分に自主規制的な側面が強調さ
れるものの、その制定後の働き、期待される機能については、自律規制的なシステムとし
ての側面もみてとれるのである。そもそも、一般的に「規制」という対処方法にっいて考
えてみると、それは必然的に外在的な働きかけを要件とするものであるといえる。一切の
圧力が存在しない状況において、ある主体が自己の自由や裁量権を限定し狭めるような規
律・規則を設ける必要がどこにあるのであろうか。もちろん、そのような措置を裏付ける
ものとしての内面的な倫理という思想を想定することはできるが、これとて、その発端が
完全に自発的なものなのではなく、何らかの外在的な力や事象といった要因が存在し、そ
れへの対処として、あるいはそれらの存在によって醸成される自己への規律として発展し
ていったものであろう。
　したがって、自律規制という概念は、自主規制と比較して自律性が高度に保障され、
外圧への服従といった性格が薄いものであるといえるが、外部からの働きかけの存在とそ
れへの対応という点からみると、両者には一定の類似性があると考えられる。ただし、既
に述べたように、外在する諸要素に対する反応の大小という点から比較すると、自主規制
には過剰な側面があり、自律規制は、これへの対処を自律的・合理的な判断に基づいて行
うものであるといえる。
第二節　まとめ一求められる自律規制への転化
　これまでに論じた「自主規制」と「自律規制」という2つの概念は、当然ながら明確に
分化できるものではなく、双方が入り交じり、時には一方の比率が高まるなどしながら、
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実際の倫理制度の中に存在している概念である。したがって、ここからある種の展望、す
なわち自主規制から自律規制への転化という流れを構想することが可能なのではなかろう
か。
　前掲の通り、自主規制制度の制定過程にみられる非自律性、すなわちその他律性、外
圧の存在、外圧への抵抗力の弱さなどは看過できない暇疵として残されているものである。
しかし、当初はそのような問題を抱えていた制度であっても、それが長年の実体的な運用
を経て鍛えられ、一定の信頼を勝ち、定着していくうちに、自律的な側面を持つように転
化する可能性が考えられるのではないか。
　例えば、当初は行政による圧力が発端となって生まれたBPO（当時はBRO）であ
るが、現在では多くの案件を扱った実績を積んでおり、また、日常的にも視聴者からの放
送・番組に対する意見を受け取って放送局にフィードバックし、あるいはそれをホームペ
ージなどで公表するなどしている。総務省の放送局に対する権限をより強化するような放
送法の改訂が企図されている中ではあるが、このような機関の活動が、抑圧的な動向を一
定程度押し止めている側面も無視はできないであろう。であるからこそ、そのような対抗
的な側面に着目し、それをより強化・実体化するような方向性こそが、BPOも含めた放
送倫理制度全体に求められる視点であると考えられる。その過程においては、公権力への
対峙という側面とともに、いかに受け手からの信頼を獲得し、視聴者らを“味方”に惹き
っけるかが大きな課題となることはいうまでもないであろう。
　外部からの様々な圧力に汲々とし、消極的な姿勢で制度や規定などを策定するのでは
なく、それこそ「自主的」に、放送倫理確立のための議論と思考を経たうえでこそ、本当
の自律的な倫理制度がもたらされるのではなかろうか。
第三節　残された課題
　本論では、紙幅の都合からいくつかの限られた事例に基づき、放送界における倫理制度
の歴史的背景、問題点、展望などを考察した。しかし、より精緻な分析を求めるならば、
テレビ放送開始以来の事件史のような年表を作成したうえでそれに依拠し、時系列的に個
別の問題事例とそれに対応する倫理制度、そして公権力による規制制度導入の動きとの関
連を考察する必要があろう。これにより、放送倫理制度における時間的普遍性という側面
がより浮き彫りとなったであろう。この点にっいては今後の研究課題としたい。
【注】
］）同委員会の決定内容に対しては、その実効性への疑義という点で批判的意見も存在する。
毎日新聞2007年8月7日付朝刊における郷原信郎・桐蔭横浜大学法科大学院教授のコメン
ト、朝日新聞同年8月12日付朝刊社説、同年9月11日付メディアコンプライアンス研究
会による「緊急メッセージ」など参照。
2）太陽族とは、1955年の石原慎太郎の小説『太陽の季節』から生まれた流行語であり、そ
れまでの規範から逸脱した無軌道な行動をとる一部の若者を指していた。太陽族映画とは、
そのような若者の生活を主題とした一連の映画を指す。
3）映倫管理委員会のホームページ「映倫概要」http：／／www．　eirin．　jp／outline／index．　htm1
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より一部抜粋。
4）　1965年、映倫の審査を通過した武智鉄二監督の映画『黒い雪』の隈褻なシーンが問題と
なり、映倫の審査員2名が隈褻物公然陳列罪割助の疑いで起訴された。両名とも1969年に
無罪となった。
5）なお、何をもってやらせとするかについては多様な議論があるが、さしあたって今
野，2004：149－153を参照。
6｝1997年、全国放送のアニメーション番組において用いられた視覚上刺激的な映像手法が、
子どもを中心とした視聴者に光感受性発作などの健康被害を及ぼした。これを受けて、点
滅の具体的な回数や継続時間などを規定したガイドラインが制定された。
7〕 ｯ放連・放送基準第60条によれば、サブリミナル的表現手法とは、　「視聴者が通常、感
知し得ない方法によって、なんらかのメッセージの伝達を意図する手法」とされる。
a）〈コミソティー21＞1999、飯田2001、浅野2002、Bertrand2005など参照。
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